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1. 背景と目的 

発達障害者支援法においては,国の役割とし

て,①国民への普及・啓発 ②専門的知識を有

する人材確保 ③調査研究の 3点が要請され

ている。 

国立障害者リハビリテーションセンターの

発達障害情報・支援センター（以下,当センタ

ーと略す）は,発達障害に関する国民の理解促

進をはかることを目的に平成 20 年に開設され

た。開設以来,ウェブサイトを通じて信頼のお

ける情報の提供につとめてきた。令和 3年度

のウェブサイトの年間閲覧数は 65万件であ

り,発達障害に関する普及・啓発において一定

の役割を担っているが,情報発信のさらなる強

化が求められているところである。また,専門

的知識を有する人材確保に向けても国として

の取組充実をはかっているところである。 

 

２．「発達障害ナビポータル」開設経緯と概要 

平成 30年 3月に文部科学省と厚生労働省の

両省による家庭と教育と福祉の連携「トライ

アングル」プロジェクト報告が取りまとめら

れた。その報告の中で,独立行政法人国立特別

支援教育総合研究所（発達障害教育推進セン

ター）においては主として教育分野における

支援を,当センターにおいては福祉分野におけ

る支援についてそれぞれ普及を進めており,両

者のウェブサイトを保護者等が活用しやすい

ようにつながりを持たせるなど工夫すること,

また,両省・両者による連携の下,教育や福祉

の分野において支援者が身につけるべき専門

性を整理し,各自治体において指導的立場とな

る者に対する研修のあり方の検討,教育や福祉

の現場にその成果を普及させる方策を検討す

ることとされた。情報発信の工夫の一環とし

て,令和 3年 9月末に発達障害に関する国のポ

ータルサイトとして,「発達障害ナビポータ

ル」（以下,ナビポータルと略す）独立行政法

人国立特別支援教育総合研究所と当センター

の両者共同で運用を開始した。ご本人やご家

族に向けた情報,支援者向け情報（教育,医

療・保健,福祉,労働分野）,特集記事などがあ

り,読み上げ機能と多言語対応（英語・中国

語・韓国語・ポルトガル語）のサイトとなっ

ている。 

 

３．ナビポータルを通じた取組 

１）研修動画配信等による人材育成  

「教育・福祉連携に関する研修カリキュラ

ム」として,教育と福祉の関係者が共通に身に
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つけておいて欲しい内容を研修動画で視聴で

きるようにした（令和 4年 4月時点：14項

目,57コンテンツ）。ナビポータル上から学校

や障害福祉サービス事業所をはじめ,その他の

分野も含めた幅広い支援関係者に活用しても

らうことが可能となっている。 

また,視聴対象を限定した研修コンテンツに

ついてはナビポータル上の閲覧者限定エリア

（会員エリア）を活用し,情報整備をしてい

る。令和 2年度に実施された研究班「国立機

関・専門家の連携と地域研修の実態調査によ

る発達障害児者支援の効果的な研修の開発」

では,各地域で標準的な内容の研修を開催する

ことが可能となるような研修コンテンツが開

発された（「発達障害児者の支援に関する標準

的支援プログラム」）。研究班の成果物である

講師向け動画や資料などのコンテンツについ

ては,閲覧者限定エリアに掲載し,各都道府

県・政令指定都市の発達障害者支援センター

や教育センターといった拠点機関の職員等が

本コンテンツを活用しながら研修講師として

の役割を担うことができるよう,後方支援をし

ている。 

２）全国の取組および関連情報の発信 

全国の発達障害支援の拠点機関である発達

障害者支援センターや自治体等では,発達障害

児者支援に資するさまざまな取組が行われ,啓

発冊子や社会資源リスト等の整備が行われて

いる。点在するそれらの情報や成果物を集

約・整理することで,当事者・家族や支援関係

者等がより利活用しやすくなるよう,発達障害

支援に関する地方自治体等の取組および関連

情報データベース（以下,「自治体取組情報検

索」と略す）の作成を試みた。 

［作成方法］ 

当センターで作成した掲載情報の候補に関

する基礎資料をもとに,令和 3年 11月～12月

に発達障害者支援センター全国連絡協議会所

属機関（83ヶ所）に管轄情報の確認および追

加情報等の提供を求めた。回答機関は 79ヶ所

で,回収率は 95.2%であった。これらの調査結

果も踏まえ,当センターに設置する発達障害情

報分析会議（作業部会）で招聘した外部有識

者等と検討の上,作成作業を進めた。令和 4年

1月～3月にかけて当該情報に係る都道府県等

行政の各担当課へ情報確認をした上で,「自治

体取組情報検索」の初期版として令和 4年 4

月に公開した。 

［掲載情報］ 

主に都道府県・政令指定都市の行政や発達

障害者支援センターの取組成果等として集

約・整理した 1,107件の情報を掲載した。ま

た,教育と福祉の連携による情報発信として国

立特別支援教育総合研究所発達障害教育推進

センターと協働し,都道府県教育センター等に

よる特別支援教育の情報も載せている。 

［使用方法］ 

ユーザーが必要な情報にアクセスしやすく

なるよう,各情報をカテゴリーとライフステー

ジで分類し,「カテゴリーでさがす」・「地域で

さがす」・「ライフステージでさがす」の条件

を組み合わせて検索できる機能を付加した。

カテゴリーおよびライフステージの項目は,表

1．,表 2．の通りである。情報によっては複

数のカテゴリー・ライフステージに分類され

ているものもある。 

表１．自治体取組情報のカテゴリーと掲載情報数 

カテゴリー （掲載情報数） 

相談窓口・支援機関リスト（105） 

医療機関リスト（54） 

発達障害者支援センター（134） 

当事者会・親の会（69） 

保護者・家族向け支援（ペアトレ・ペアプロ・メ

ンター含む）（46） 

啓発パンフレット・リーフレット（111） 

研修会・イベント情報（57） 

支援者向け資料（94） 

教育センター・特別支援教育課等（36） 

特別支援教育（124） 
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教育支援計画（20） 

サポートファイル（73） 

合理的配慮（65） 

防災・災害（69） 

自閉症啓発デー関連（38） 

障害福祉計画（69） 

当事者・家族・一般向け資料（135） 

子どものこころ診療拠点病院事業関連（30） 

その他（38） 

 

表２．自治体取組情報のライフステージと掲載情報数  

ライフステージ （掲載情報数） 

乳幼児期（822） 

学童期・思春期（961） 

青年期・成人期（755） 

全ライフステージ共通（660） 

 

４．人材育成における ICT 活用 

新型コロナウイルス感染症拡大に伴い,当セ

ンターで開催する研修会等はすべてオンライ

ン形式に変更した。研修プログラムの企画に

おいては,講義視聴のみでなく,他受講者との

意見交換を行うグループワークや,講師との質

疑応答等を組み込むなど,双方向のやり取りが

行えるような工夫を行った。受講予定者が業

務等の都合でリアルタイム参加できなかった

場合などを想定し,オンデマンド配信も行っ

た。 

開催方法の変更により,集合形式と比し,全

国各地から多くの支援関係者に受講いただけ

るようになった。一方,受講申込から事前・事

後アンケートをすべてアンケートフォーム

（Googleフォームなどのクラウドサービス）

で行う形式としたことで,一部の自治体職員等

がセキュリティ上の理由等により対応できな

いケースもあった（1回開催あたり５件未

満）。 

なお,国立障害者リハビリテーションセンタ

ー学院で開催している発達障害関連研修会に

ついても,より効果的な人材育成等を目的に,

現在,開催方法の見直しを行っているところで

ある。具体的には,遠隔地からの受講も可能と

するオンライン開催に加え,事前学習として動

画視聴を設けることで理解度の深化と演習時

間の十分な確保につとめる等である。また,一

部講義については収録動画の活用によるオン

デマンド配信を行い研修機会の充実をはかる

等,全国の受講対象者の利便性の向上と研修効

果の向上が目指されている。 

 

５．今後の取組に向けて 

現在,ナビポータルを活用しながら進めてい

る当センターでの取組を中心に紹介してき

た。「自治体取組情報検索」については,その

作成過程において自治体等から意見聴取する

中で,過去に作成した成果物等で休眠状態にあ

るものを活性化したいという意見や,全国の取

組を検索閲覧できるデータベースの整備によ

り各地での取組の活性化につながることを期

待する声も届いた。今後は定期的な情報更新

を行うとともに,市区町村等を含めた追加情報

の収集等も検討し,充実をはかる必要があると

考える。 

あわせて,国で行われている発達障害児者支

援に関わる調査研究等についても,都道府県・

市区町村でその成果が広く普及され,各地での

取組を推進できるよう,情報発信の内容と方法

にさらなる工夫をしていく必要があるだろ

う。 

人材育成に向けた取組については,３の１）

で「発達障害児者の支援に関する標準的支援

プログラム」のコンテンツ掲載について述べ

たが,各地域で研修講師を担う専門的知識を有

する人材へのバックアップ体制については,さ

らなる充実が求められている。ICTを活用す

ることによってその充実がはかられるものと

考えられ,研修受講者へのフォローアップ体制

のあり方の検討などもあわせて行いたい。 

当センターでは今後も ICTの活用による情
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報発信の強化につとめ,より確実な人材育成と

全国各地における発達障害児者支援の取組の

推進につなげていきたい。 
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